
平成30年度

決算に基づく健全化判断比率等の公表について

■健全化判断比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

※実質赤字額、連結実質赤字額がないため「－（該当なし）」で表示しています。

■資金不足比率

※資金不足額がないため「－（該当なし）」で表示しています。
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 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年６月２２日公布）に基づき、地
方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するための
４つの財政指標、「健全化判断比率」（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比
率・将来負担比率）を公表します。 
 また、公営企業に関する「資金不足比率」（資金の不足額の事業規模に対する比率）もあわ
せて公表します。 
 「健全化判断比率」および「資金不足比率」が早期健全化基準以上になった場合は健全化計
画に基づく自主的な改善努力が、また、財政再生基準以上になった場合は財政再生計画に基づ
き地方債発行の制限など国の関与による確実な再生が必要になります。 
 
【平成30年度決算に基づく算定結果】 
 いずれの指標においても、財政再生基準および早期健全化基準を上回る指標はありませんでし
た。 



【健全化判断比率および資金不足比率】

■実質赤字比率
　一般会計等（普通会計に相当する会計）を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

■連結実質赤字比率
　全ての会計を対象とした実質赤字額（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率

■実質公債費比率
　一般会計等が負担する元利償還金および準元利償還金（※）を標準財政規模を基本とした額で除したものの

3年間の平均値

（※）準元利償還金・・・・・・・・公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金、一部事務

組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金、債務負担行為に基づ

く支出のうち公債費に準ずるもの

■将来負担比率
　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率

（※）将来負担額・・・・・・・・・一般会計等の地方債残高、債務負担行為に基づく支出予定額、他会

計地方債残高（普通会計負担分）、一部事務組合等地方債残高

（普通会計負担分）、退職手当負担見込額、土地開発公社長期借

入金（普通会計負担分）

■資金不足比率
　公営企業を対象とした資金不足額の事業規模に対する比率

連結実質赤字額

資金不足比率　＝
資金の不足額

事業の規模

連結実質赤字比率＝

実質公債費比率　＝

将来負担比率　＝

標準財政規模

将来負担額（※）－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現

在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模　－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算

入額）

標準財政規模　－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算

入額）

（地方債の元利償還金＋準元利償還金（※））－（特定財源＋元利償

還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質赤字比率＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模


